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Abstract
　 This paper discusses Native American people’s current attempts to preserve their “realm of 
memories” (Nora, 1984/2002) which hold religious, cultural, and historical significance through the 
National Historic Preservation Act of 1966 (NHPA).  The scope of the discussion envelops court cases 
of the 1980s through the 2000s, and federal/administrative responses to court decisions in which Native 
tribes tried to defend their sacred sites based on the Free Exercise Clause, but lost the cases.  Through 
the 1992 amendment, the NHPA mandates federal agencies to consult with Native tribes in order not 
to damage historically significant sites in the face of land developments.  Together with court decision 
of the Cholla Ready Mix, Inc v. Civish (2004), which declared the historical importance of the Native’s 
sacred sites, the amended NHPA has encouraged the Native people’s efforts to preserve their heritage 
and lands.
　 The Northern Cheyenne tribe has been one of the most active Native entities in terms of registering 
their sacred sites and battle sites as National Historic Sites (NHS) and National Historic Landmarks 
(NHL).  The Sand Creek Massacre NHS, the Rosebud Battlefield NHL, and the Wolf Mountain 
Battlefield NHL are some of the sites which the tribe has successfully registered with the National 
Register of Historic Places (NRHP).  While the NRHP is protected by U.S. National Park Service (NPS), 
and respected in the face of land developments, the tribe’s motives behind the NRHP applications vary; 
in some cases, the tribe attempted to preserve the integrity of its reservation, and in other cases, the 
tribe intended to tell a history from their viewpoints.
　 There is considerable gap between the NRHP framework of the NPS and the tribe’s definition 
of sacred sites.  So far, outcomes of the negotiation between the two parties has been favorable to 
Native tribes.  However,  to what extend the NHPA effectively functions for the Native claims of land 
preservation is uncertain;  various other factors, such as power struggle among federal agencies and 
demands for energy resource developments, affect Native people’s efforts to protect their sacred lands.
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　歴史的，文化的地所を認定史跡として保護しようという試みは，近年，世界随所で散見される。
高い関心が寄せられるユネスコの世界遺産登録1）に代表されるこのような試みの背景には，歴史的，
文化的意義に訴えて認定史跡とし，観光資源として活用しようという目論みも透けて見える。アメ
リカ合衆国に在住する先住民も，1990年代以降，部族にとって重要な地所の国家史跡認定に力を
入れてきた。しかし，彼らの史跡化営為の目的は観光資源の開拓ではなく，土地保全にある。
　合衆国における国定史跡認定は，内務省国立公園局（U.S. Department of the Interior, National 
Park System）によって司られる。国立公園局によって，部族にとって重要な意味をもつ地所が国
定登録史跡として認められることには，メリットとリスクの両方が伴う。メリットとしては，国定
史跡となることで部族関連地所が広く一般に認知されるようになり，その地に宿る部族の記憶が継
承されることが挙げられる。加えて歴史的，文化的重要性をもつ国定史跡は，現地，及び近隣で計
画される資源開発に対して一定の抑止力をもつ。一方，部族関連地所の国定史跡化は土地保全の一
策となりうるものの，それによってもたらされリスクも小さくない。観光客の流入による土地環境
の荒廃，歴史的出来事の解釈の固着化，部族の記憶の国史への包摂といった点が，危惧されるリス
クとして挙げられる。
　ノラ（P. Nora）は「記憶の場」を，歴史と記憶の乖離が深化する現代において　歴史に置き去
りにされた記憶を結晶化し，忘却を防ぐための装置として定義する2）。ノラの視点を借用するなら
ば，先住民の史跡化営為は合衆国という国家のうちに部族の記憶の場を構築しようとする試みとし
て捉えられよう。本稿では先住民が史跡化を術として，部族にとって重要な記憶を宿す地所の保護
を志すようになった背景に焦点を当てる。今日，精力的に進められる先住民関連地所の国定史跡認
定は，部族の側だけでなく，認定に関わる内務省国立公園局など行政の側にも，推進を試みる動機
があると考えられる。祖先の記憶を宿す地を保護しようとする部族と，国史に関わる重要な地所を
史跡認定し，管理しようとする国立公園局の両サイドから「史跡化」を検討することで，歴史・記
憶を想起させる装置としての「記憶の場」の実相を検証する。
　本稿ではモンタナ州南東部に居留地をもつ，連邦政府承認部族ノーザン・シャイアン（Northern 
Cheyenne）の史跡化営為の検討を通して，現代合衆国における先住民の土地保全と記憶継承の試
みについて考察する。まず初めに 1980年代以降，司法の場で争われた先住民の聖地保護に関わる
事件判決を検証し，次に先住民の土地保全に国立公園局をはじめとする，政府行政機関が深く関わ
るようになった背景を明らかにする。最後に，近年国定史跡の認定を受けたノーザン・シャイアン
の部族関連地所の概説を通して，史跡化営為に込められた先住民部族の意図を検討する。検討を通
して部族の「記憶」と国立公園局が司る「歴史」が現在，どのような関わりにあるのか考察する。
最終的に国立公園局の下で進められる部族関連地所の国定史跡化は，先住民が目指す「土地保全」，
及びそれと密接に関連する「記憶継承」の実現にどのような貢献を果たしうるのか，また先住民に
よる「記憶の場」構築は国史にどのような影響を与えうるのかについて論ずる。
1．先住民の土地保全をめぐる司法判断
　近年，先住民が部族関連地所の史跡化を目指すようになった背景には，聖地保護より土地開発を
優先させた 1980年代の司法判断がある。当時，土地開発による聖地破壊は合衆国憲法修正第一条
「宗教の自由な活動条項（Free Exercise Clause）」の侵害にあたる，と先住民が訴えた裁判はこと
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ごとく敗訴に終わった。特に 1988年の Lyng事件判決は，先住民が宗教の自由な活動条項に依拠
して聖地保護を争うことを事実上不可能にした3）。他方，先住民にとって重要な歴史的，文化的，
宗教的地所を政府が保護することは合憲であり，国家が特定宗教を支持することを禁じる「国教樹
立禁止条項（Establishment Clause）」に抵触するものではない，という司法判断も示された。2004
年 Civish事件判決では，特定集団にとって宗教的重要性をもつ地であることは，文化的，歴史的
重要性をもつ地所の保護を妨げる理由とはならないと判断され4），これによって歴史性に訴えるこ
とで聖地保護を図る先住民側の方策が司法上有効であることが示された。
　本章では藤田（2011，2013）の論考をもとに，まず 1980年代に争われた宗教の自由な活動条項
に依拠した先住民の聖地保護訴訟について，Lyng事件判決を中心に概説する。次に政府による先
住民聖地保護が，国教樹立禁止条項に抵触するかどうかが争点となった Lyng事件判決以降の係争
を検討する。最後に政府による先住民聖地保護が合憲であることを，「歴史的意義」に訴えること
で示した Civish事件判決の重要性について述べる。
1）聖地保護と宗教の自由な活動条項
　1980年代，先住民部族は聖地保全を脅かす土地開発は，憲法修正第一条，宗教の自由な活動条
項を侵害するものであるという訴えを展開した。先住民にとっての宗教的儀式は特定の地所と深く
結びついたものであるため，歴史的，文化的，宗教的重要性をもつ地所の保護は部族の文化継承に
おける死活問題である。しかし，土地開発がもたらす公共利益を優先させる司法判断によって，そ
の訴えは尽く棄却された。〈表 1〉は先住民が宗教の自由な活動条項を根拠として，聖地保護，信
教の自由を求めた代表的な訴訟のリストである。
表 1　先住民の聖地保護，及び宗教の自由な活動条項が関わった訴訟
事件名・最終判決年 関係地所・争点 関係部族・最終判決
Badoni v. Higginson
（Badoni事件判決）1980年
コロラド川流域グレンキャニオンダム（パウ
エル湖）建設に伴うレインボーブリッジ国
定史跡（Raibow Bridge National Monument）
の浸水
・ナヴァホ（Najavo）
・合衆国第十巡回区控訴裁
判所：棄却
Sequoyah v. Tennessee 
Valley Authority　1980年
テネシー川流域開発（TVA）のテリコ貯水池
によって水没するリトルテンシー渓谷（the 
Little Tennessee Valley）。渓谷流域はチェロ
キーにとって神聖な土地であり，宗教的重要
性をもつ埋葬地が存在した。
・チェロキー（Cherokee）
の 2団体と 3名の先住民
・合衆国第六巡回区控訴裁
判所：棄却
Lyng v. Northwest 
Indian Cemetery 
Protective Association
（Lyng事件判決）1988年
カルフォルニア州シックスリバーズ国有林
内，チムニーロック（Chimney Rock）地区
内を通過する舗装道路の建設とその管理計画
・北西部カルフォルニア・
インディアン，自然保護
団体
・合衆国最高裁判所：棄却
U.S. v. Means
（Means事件判決）1988年
ブラックヒルズ（Black Hills）におけるスー
の永続使用を目的としたキャンプ（Yellow 
Thunder Camp）の設営に関する訴訟
・スーのバンド（band of 
the Sioux）
・合衆国第八巡回区控訴裁
判所：棄却
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Employment Division, 
Department of Human 
Resources v. Smith
（Smith事件判決）1990年
オレゴン州法によりその所持が禁止されてい
るペヨーテを宗教目的で使用した咎で，雇用
者から解雇され，州当局への失業補償給付金
の申請も拒否された。
・アメリカ・インディアン教会
（Native American Church）
の信徒
・合衆国最高裁判所：棄却
　Badoni事件は部族聖地を浸水から護るため，パウエル湖貯水量の減量をナヴァホ側が訴えた事
案である。合衆国第十巡回区控訴裁判所は，コロラド川流域となるコロラド州，ニューメキシコ
州，ユタ州，ワイオミング州に必要な水量を当該湖に保持する必要があるとしてこれを却下した5）。
Sequoyah v. Tennessee Valley Authorityでも同様に，テネシー川流域開発の貯水池計画によって水
没の危機にあったチェロキーの聖地が扱われたが，先住民側の訴えは棄却された。合衆国第六巡回
区控訴裁判所の判決理由は，特定地所での礼拝が部族宗教上の基礎であり，宗教儀式において中心
的役割を果たすものであること，及び生活様式において不可欠であることを先住民側が立証するに
及んでいないというものだった6）。
　Lyng事件判決は，カルフォルニア州ガスケットとオルレアンズを結ぶ舗装道路建設計画に関わ
る事案である。問題となったのは，シックスリバーズ国有林チムニーロック地区を通過する 6マイ
ルの舗装計画であった。1982年の最終環境評価において，地方森林監督官は考古学上の遺跡や先
住民の宗教活動に利用されている地区内の地所を回避する代替案を提示した。しかし代替案ルー
トは，私有地の購入や土地の強度などが障壁となり却下される。最終的に森林局は先住民関連地所
の保護範囲を定めた上で，国有林内での木材伐採を推進する管理計画を採択。この計画に対して
先住民連合，自然保護団体が，憲法修正第一条宗教の自由な活動条項，アメリカ・インディアン宗
教自由法（America Indian Religious Freedom Act, AIRFA），合衆国水質汚濁統制法（Federal Water 
Pollution Control Act, FWPCA），国家環境政策法（National Environmental Policy Act, NEPA）等に
反すると主張し，訴訟を起こした7）。
　1983年，合衆国カルフォルニア州北部地方裁判所は，道路建設と管理計画の執行を永久差止め
とする判決を下した。1986年の合衆国第九巡回区控訴裁判所裁判でも地方裁での判決は支持され，
森林局が先住民聖地や近隣環境の破壊というリスクを冒してまでも追及すべき「やむにやまれぬ政
府利益」は立証されていないと判断された。しかし合衆国最高裁判所は先の判決を破棄，差戻し裁
判となり，先住民側の敗訴となった。最高裁は，憲法は政府が個人の宗教の自由な活動を禁じるこ
とがあってはならないと規定しているものの，個人が政府に宗教上の自由を強要しうるとは規定し
ていないと判断。宗教の自由な活動を禁止するものではない公共計画に対し，修正第一条を理由に
その差止めを求めることはできない，というのがその判断理由であった。最高裁は更に憲法，及び
裁判所は，政府に対する競合する要求を調停するものではなく，その任は立法機関及びその他機関
に委ねられるという見解を示した8）。
　最高裁 Lyng事件判決において重要な点は，1978年制定の「アメリカ・インディアン宗教自由法
（AIRFA）」を「政策的声明」に過ぎないと見なし，「司法上の強制力をもたない」としたことにあ
る。AIRFAにおいて先住民に約束されていた「聖地へのアクセス」や，「儀式，伝統行事を通じて
の礼拝の自由」を「護り，維持する」という連邦政策の効力は，この判決によって否定されること
となった9）。Lyng事件判決によって示された司法見解は，先住民の「聖地へのアクセス」や「儀式，
伝統行事を通じての礼拝の自由」が争われた Lyng事件以降の司法判断にも大きな影響を及ぼして
いる。スー族メンバーでアメリカン・インディアン・ムーヴメント（American Indian Movement, 
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AIM）活動家ミーンズ（Russell Means）が聖地ブラックヒルズに，永続的使用を目的としたキャ
ンプ設営をするための特別使用許可を求めた 1988年Means事件判決，ペヨーテを宗教目的で使用
した咎で解雇され，オレゴン州への失業補償給付金の申請も拒否されたクラマス族メンバーが起こ
した 1990年 Smith事件判決は，ともに先住民側の敗訴に終わっている10）。
　「信教の自由」を拠り所として聖地保護を訴えた先住民の要請は，公共益を優先させる司法判断
の前に黙されることとなった。Lyng事件判決によって，先住民が宗教の自由な活動条項に依拠
して聖地保護を争うことは事実上不可能となったが，これについては先住民のみならず法学者，
宗教の自由を擁護する市民団体から厳しい批判が寄せられた11）。損なわれた先住民の信教の自由
を回復すべく，合衆国議会は 1993年 11月 16日に「宗教的自由回復法（the Religious Freedom 
Restoration Act of 1993, RFRA）」を制定し，最高裁 Lyng事件判決に反駁している。
2）聖地保護と国教樹立禁止条項
　1990年代に入ると，先住民にとって歴史的，文化的，宗教的に重要な意味をもつ土地の保護に，
政府が政策や管理計画をもって対応するケースが増加した。こうした政府介入に対して個人や団体
から，政教分離を保障する国教樹立禁止条項に反するという訴えが起きた。〈表 2〉は，国教樹立
禁止条項をもとに先住民聖地保護への政府関与が問われた訴訟のうち，代表的なものの一覧である。
表 2　国教樹立禁止条項をもとに先住民聖地保護への政府関与が問われた訴訟
事件名・最終判決年 関係地所・争点 関係部族・最終判決
Bear Lodge Multiple Use 
Association v. Babbitt
（Babbitt事件判決）2000年
ワイオミング州デビルスタワー国定記念物
（Devils Tower National Monument）におけ
るレジャー・観光管理計画に対する訴訟
・スー，カイオワ（Kiowa）
等
・合衆国最高裁判所：条項
に抵触せず，合憲
Natural Arch & Bridge 
Society v. Alston
（Alston事件判決）2004年
ユタ州レインボーブリッジ国定記念物
（Rainbow Bridge National Monument）の「総
合管理計画」に対する訴訟
・ナヴァホ，ホピ（Hopi），
サンファンパイユート
（Sanjuan Piute）等
・合衆国第十巡回区控訴裁
判所：抵触せず，合憲
Cholla Ready Mix, Inc. v. 
Civish
（Civish事件判決）2004年
アリゾナ州ウードラフビュート（Woodruff 
Butte）で採掘される鉱石を，同州高速道路
建設に使用することを制限した州運輸局対
応に対する訴訟
・ホピ，ズニ（Zuni），ナヴァ
ホ・ネイション
・合衆国第九巡回区控訴裁
判所：抵触せず，合憲
　Babbitt事件で争点となったのは，ワイオミング州西北部にあるデビルスタワー国定記念物の
登頂管理であった。1995年 2月，国立公園局は最終登山管理計画（Final Climbing Management 
Plan）を発表し，先住民がデビルスタワーで多くの儀式を行う 6月，ロッククライマーの自発的な
登攀規制を促すことが可能であること，登攀自粛がなされない場合には命令的禁止を含む対抗措置
が採られること，6月中は商業用登山ガイドの活動は認められないことを規定した。これに対して
非営利法人ベアロッジ・マルティプルユース社が，国立公園局の介入は国教樹立禁止条項に違反す
ると提訴。先住民宗教を不法に助長するものであると登山管理計画の差止命令を求めたが，敗訴に
終わっている。1998年ワイオミング州地区地方裁判所は，国立公園局による聖地保護は合憲であ
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ると判断。登山管理計画は先住民の儀式履行に関わる障壁を取り除くことを目的としており，これ
は便宜的供与の性質をもつものの，インディアンの宗教的信念を助長するものではなく，従って「国
家と宗教の密接な関わり」を意味するものではないという判断を示している12）。本件は合衆国最高
裁判所へと上訴されたが，2000年に州地区地方裁判所の判断が追認される結果となっている13）。
　Alston事件判決は，ユタ州南部にあるレインボーブリッジの保護に関わる事案である。世界最長
272フィートに及ぶ天然の石橋レインボーブリッジは，ナヴァホ，ホピ，サンファンパイユート等，
多くの先住民部族にとっての聖地であったが，1980年代後半に観光化が進むとゴミの散乱，岩へ
の落書き，植生の破壊，騒音などによって場の荒れが進んだ。地方国立公園局は 1993年，レイン
ボーブリッジの保全のために最終総合管理計画を発行し，観光最盛期と閑散期の収容限度を定めて，
自然種の回復や文化的資源及び先住民聖地としての重要性の周知を目指した。これに対しコロラド
州非営利法人ナチュラルアーチ・アンド・ブリッジ協会は，レインボーブリッジ下の歩行を禁じる
総合管理計画は，先住民の文化的価値を重視するよう要求しており，これが修正第一条の国教樹立
禁止条項，及び修正第五条の平等保護条項に違反すると提訴した。ユタ州地区地方裁判所はこれを
棄却。国立公園局が提示する総合管理計画は，個人が自由意思にもとづいてブリッジへの接近や登
攀を自粛するよう求めているだけであり，先住民の宗教的信条を訪問者に強要するものではないと
判断した。上訴を受けて争われた，合衆国第十巡回区控訴裁判所での判断も同様の結果となってい
る14）。
　藤田（2011，2013）は，連邦政府による先住民の聖地保護が国教樹立禁止条項に抵触せず，合憲
であると認められる理由として次の 3点を挙げる。まず，第一に先住民部族を単純に宗教的統一体
（religious entities）と見なすことはできないという点が挙げられる。先住民部族は共通の伝統，文
化を象徴しており，その宗教的活動と文化的・歴史的意義のある活動を完全に分けて考えることは
できない。そのため政府が先住民の宗教的活動に便宜を図っても，それが即座に国教樹立につなが
る可能性は低い。二点目として，他のエスニックグループと違い，合衆国政府は先住民に対して信
託責任（trust responsibility）を負うという点が挙げられる。Alston事件判決においてユタ地区地
方裁判所は，レインボーブリッジの社会的，文化的，宗教的重要性について先住民部族と協議を行
うことは，部族に対して信託責任を負う政府の責任であるとしている。第三に先住民聖地の重要性
は宗教上の理由に限定されず，歴史的，文化的重要性を含むという点が挙げられる15）。この点は次
項で扱う Civish事件判決で明示され，その後先住民が史跡化によって聖地保護，土地保全を目指
すことになる大きな要因となったと考えられる。
3）先住民聖地の国家歴史上の意義
　2004年 Civish事件判決は，文化的，歴史的理由にもとづいて先住民関連遺跡が保護に値すると
判断される場合，政府当局は国教樹立禁止条項に抵触することなく，先住民聖地を保護すること
ができると明示した点において画期的な意味をもつ。係争地となったアリゾナ州中東部ウードラフ
ビュートはホピ，ズニ，ナヴァホの聖地であるが，Civish事件ではこの地での資源開発への政府介
入の是非が問われた。
　ことの起こりは，ウードラフビュートでの道路建設用鉱石の採掘が開始されたことであった。操
業が始まると，部族側は反対決議をもって速やかにこれに抗議した。先住民側の抗議を受け，アリ
ゾナ州運輸局はそれまで操業会社に与えていた州の商取引認可を環境評定にもとづいて見直し，そ
の結果，ウードラフビュートの鉱石が州の道路建設に用いられることはなくなった。採石地所地主
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はこれに抗議し，州運輸局の判断は国教樹立禁止条項，公民権法，アリゾナ州法に違反すると地方
裁判所に訴えた。司法判断は第九巡回区控訴裁判所に委ねられたが，最終的に州運輸局の介入は国
教樹立禁止条項に違反しないと判断された。判決理由には，介入は世俗的目的によるものであるこ
と，介入の効果は宗教を促進，もしくは抑圧するものではないこと，介入は過度な政府と宗教の関
わりを助長するものではないことが挙げられている16）。
　アリゾナ州運輸局による環境評定によれば，1990年頃にはウードラフビュートは国家史跡登録
（National Register of Historic Places, NRHP）の認定資格があることが既に判明していた。第九巡回
区控訴裁判所は合衆国における先住民聖地の意義を古代ギリシャ神殿パルテノンに例えて論じ，先
住民聖地の保護は国家プロジェクトであり，国教樹立禁止条項は政府に宗教的地所の歴史的価値を
無視することまで要求するものではない，と判示している17）。
　1980年代，宗教の自由な活動条項に訴えて，先住民が聖地保護のために起こした訴訟は軒並み
不成功に終わった。しかし 1990年代以降，先住民部族への信託責任を負う政府が聖地管理，保護
に関わるようになったことで，当事者である先住民に代わり，政府が聖地での観光，開発に関わる
個人，団体と司法の場で対峙することとなった。先住民の聖地保護に対する政府の便宜的供与の合
憲性が司法の場で精査されるなか，政府，及び各行政機関は先住民にとって宗教的意味をもつ地所
が国家にとってどのような歴史的意義をもつのかを改めて認識することとなったといえよう。
2．先住民の土地保全と行政
1）先住民聖地保護に関わる行政対応
　宗教的信念の異なる人々の要請にすべて応えようとするならば，政府はその機能を果たせなく
なる。従って政府に対する競合する要求は，調停されなくてはならない。その調停は憲法及び裁
判所が行うものではなく，その任は立法機関及び行政機関に委ねられる，という見解を示したのが
Lyng事件判決であった。Lyng事件判決は，先住民関連地所を護るためには，合衆国議会が先頭
に立って立法上の保護政策を採る必要性があることを強く意識させるものとなった18）。事実，1988
年の Lyng事件判決以降，先住民宗教，及び文化保護のために数々の法改正がなされ，大統領令，
行政命が発出されている。〈表 3〉は Lyng事件判決以降，先住民の宗教や文化の保護，保存を目的
として執られた主な法改正，大統領令，行政命令のリストである。
表 3　先住民宗教，及び文化保護，保存のための法・大統領令・規定
1988年 11月 3日 1979 年 10 月 30 日制定「考古学的資料保護法（the Archeological Resources 
Protection Act of 1979, ARPA）」改正
1990年 11月 16日 「アメリカ先住民墓地保護返還法（The Native American Graves Protection and 
Repatriation Act, NAGPRA）」制定
1992年 10月 30日 1966年 10月 15日制定「国定史跡保存法（the National Historic Preservation Act of 
1966, NHPA）」改正
1993年 11月 16日 「宗教的自由回復法（the Religious Freedom Restoration Act of 1993, RFRA）」制定
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1994年 10月 6日 「アメリカ先住民信教自由法（Native American Free Exercise of Religion Act, 
NAFERA）」制定。1978年 8月 11日制定「アメリカ・インディアン宗教自由法（America 
Indian Religious Freedom Act Amendment of 1994, AIRFA）」改正
1996年 5月 24日 クリントン大統領による「大統領令第 13,007号：インディアン聖地（Indian Sacred 
Sites）」発令
1997年 9月 11日 クリントン大統領による「大統領令第 13,061号：アメリカ遺産河川（Federal 
Support of Community Efforts Along American Heritage Rivers）」発令
2000年 11月 9日 連邦行政命令集第 36編第 219.15条第 C項「アメリカ・インディアン部族及びアラ
スカ原住民との相互の影響」による，「1976年国有地管理法」における事務処理手
続き詳細規定の制定
2003年 3月 3日 ブッシュ大統領による「大統領令第 13,287号：アメリカ保存（Preserve America）」
発令
　1988年に改正された「考古学的資料保護法」は，1979年制定当初，「内務，農務及び国防各長官
並びにテネシー渓谷機構委員会委員長は，土地管理者，インディアン部族，関連州機関の代表と協
議，及び公聴会開催の後，統一的規則及び行政規制を……定めるものとする。」としていた。1988
年改正では「それぞれの土地管理者は，公有地及びインディアンの土地に位置する考古学的資源の
重要性並びに当該資源の保護の必要性に関する一般認識を高める計画を確立するものとする。」と
いう追加規程を施している19）。これによって考古学的調査の意義は土地開発計画の精査のみに限ら
ず，地所の考古学的，歴史的重要性の啓蒙を含むものとなった。
　1990年制定「アメリカ先住民墓地保護返還法（NAGPRA）」は，研究資料収集の名の下に先住民
の墓地が荒らされることを防ぎ，更には資料として博物館等に収集されている遺骨や埋蔵品の返還
を先住民部族に約束するものである20）。1906年制定「遺跡保存法（Antiquities Act）」は先史時代の
先住民遺跡の保存の重要性を訴えるものであったが21），1979年考古学的資料保護法制定後も，先
住民の遺骨や聖遺物を盗掘する動きは収まらなかった。NAGPRA制定以降，スミソニアン博物館
及び連邦資金を受給する博物館や研究機関は，所蔵している先住民の遺骨や遺品の目録を作成し，
当該部族や遺族と交渉，返還することを義務付けられている22）。
2）1992 年国定史跡保存法改正
　先住民関連地所の保護を目的とした一連の政策のなかでも，1992年に「国定史跡保存法」23）が改
正されたことは非常に大きな意味をもつ。この改正によって 1966年制定時にはなかった先住民と
の「協力条項」，「協議条項」が合衆国法律集第 16編第 470―1条に追加された。藤田（2011）は，
国定史跡保存法 1992年改正は 1976年制定「国有地管理法（the National Forest Management Act of 
1976, NFMA）」24）の解釈に大きな影響を与えたと分析する。この法改正によって森林局は，国有林
の管理や計画に関して一般参加の機会を提供することを義務付けられた25）。Lyng事件において森
林局は先住民側と協議することなく管理計画を決定したが，1992年の国定史跡保存法の改正によっ
て，同様の事案が発生した場合，先住民及び近隣住民は協議の場に招聘されることになった。
　先住民の信教の自由を保護するための政策決定も相次いでなされた。1993年「宗教的自由回復法」
は，「政府は，第 b項に規定する場合を除き，負担が一般的に適応可能な規則に起因する場合にお
いても個人の宗教的活動に実質的に負担を課してはならない。」と規定。第 b項は（1）やむにや
川浦佐知子 53
まれぬ政府利益を促進すること，及び（2）やむにやまれぬ政府利益を促進する最も制限的でない
手段であることを立証した場合に限り，個人の宗教活動に実質的な負担を課すことが許されるとし
た。これによって先住民聖地に影響を与える可能性のある政府土地開発が議論される場合，政府は
「やむにやまれぬ政府利益」を明示し，かつ選択された計画・手法が先住民の宗教活動に多大な影
響を与えるものでないことを立証する責務を負うことになった26）。1994年には「アメリカ・インディ
アン宗教自由法」が改正され，「アメリカ先住民信教自由法」27）として 1996年に合衆国法律集第 42
編第 1996条として条文化（codified）された。
　先住民聖地保護の法制定については，天然資源開発等の妨げになることを憂慮する内務省や司法
省，開発業者と深い関わりをもつ州の議員の根強い反対がある。そのため法において先住民聖地へ
の配慮は要請されているものの，強制力をもつ条文としては法に定められていない。現にアメリカ
先住民信教自由法においても，Smith事件で問題となったペヨーテの使用は認められたものの，聖
地保護に関する条項は外されている28）。1996年クリントン大統領発出による「大統領令第 13,007号」
も，国有地管理にあたっては先住民聖地への部族のアクセスや儀式実施に際して便宜を図り，聖地
の物理的全体性を損なわないよう努力するよう，各行政機関に要請している。しかしこの大統領令
も，「行政機関の内部管理向上を意図する。」というレベルに留まっている29）。同じくクリントン大
統領による 1997年「大統領令第 13,061号」は，河川の保全と周辺共同体の保護を目的としたアメ
リカ遺産河川プロジェクトへの支持を表明している。1980年代にはコロラド川，テネシー川での
ダム開発によって先住民聖地の保全が脅かされたが，自然資源・環境の保護，経済再生，歴史・文
化の保存を目的とした遺産河川プロジェクトにおいては，部族政府との連携が推奨されている30）。
　先住民聖地保護の法整備が進まないなか，2000年，連邦行政命令集第 36編第 219.15条第 C項
「アメリカ・インディアン部族及びアラスカ原住民との相互の影響」によって，国有地管理法にお
けるより詳細な事務処理手続き方法が規定された。公園，森林，公有不動産を扱う第 36編におい
て，当該責任者となる官吏は「アメリカ・インディアン部族及びアラスカ原住民を計画過程に参加
させるために協議し，及び招聘しなくてはならない。」と定められた。（1）初期の条約上の権利確
認，条約で保護された資源及び先住民部族の信託資源，（2）部族代表によって提供された部族資料
及び資源についての知識のうち考慮すべき事項，（3）意思決定過程における部族の関心事及び提案
について考慮すべき事項について，先住民援助を目的に協議の場をもつことが義務付けられた31）。
1992年に「国定史跡保存法」が改正された時点で，先住民との「協力条項」，「協議条項」が合衆
国法律集第 16編第 470―1条に追加されたものの，その運用方法の詳細は定まっていなかった。こ
れが 2000年の行政規定の追加により，国有地管理に関わる具体的手順が示され，政府機関には先
住民との協議を「要請」以上の重さをもって実施することが求められるようになった。
3）史跡保存諮問委員会と国定史跡保存法第 106条
　国有地管理には内務省国立公園局，土地管理局，農務省森林局，国防省，エネルギー省など，多
くの行政機関が関わることになる。史跡保護にあたっては，必ずしも利害の一致しないこれら行政
機関間の調整が非常に重要な意味をもつ。1966年国定史跡保存法はその第 2編において，史跡保
護を目的に政府機関代表が集う「史跡保存諮問委員会（Advisory Council on Historic Preservation, 
ACHP）」の設立を定めており，そのメンバーには内務長官，住宅都市開発長官，商務長官，法務長官，
財務長官等が含まれていた32）。1992年改正時には史跡保存諮問委員会は合衆国政府の独立組織と
して位置づけられ，委員会メンバーも 1966年当時とは変わった。内務長官，農務長官及び史跡保
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護に関係する他の政府機関の局長，大統領選出による知事と市長，州歴史保存委員会会長，建築・
歴史・考古学の専門家等とともに，1992年改正では先住民部族代表も諮問委員会メンバーに加え
られている33）。こうした多様なメンバーからなる史跡保存諮問委員会が果たすべき，最も重要なタ
スクの一つが国定史跡保存法第 106条に定められた史跡保存評価の過程が，土地開発に関わる政府
機関によって遵守されるよう点検，指導することである。
　第 106条（Section 106）は，政府機関は政府事業計画において歴史的価値のある地所に与える影
響に配慮すること，及び史跡保存諮問委員会が事業に対する評価を行う機会を設けることを定めて
いる。この第 106条規制を具体的にどのように運用するのかについては，2004年 8月 5日施行連
邦行政命令集第 36編第 800条「史跡保護（Protection of Historic Properties）」がその詳細を説明し
ている。それによると政府機関はまず，計画する事業が歴史的地所に影響を与えるのかどうかを判
断しなくてはならない。ここでいう歴史的地所とは，「国家史跡登録簿（NRHP）」にリストアップ
されている史跡，もしくは NRHPの基準を満たす史跡のことを指す。これに該当する場合，政府
機関は適切な州歴史保存委員，部族歴史保存委員，及びその他関係者と協議に入り，同時に該当史
跡の鑑定を行うことになる。NRHP認定基準を満たす史跡であるかどうかの判断は国立公園局に委
ねられるが，NRHP認定を未だ受けていなくともその基準を満たすとされれば同等の配慮が払われ
る。政府機関は事業が該当史跡に与えうる影響の程度を評価し，その影響を回避，解消するための
方策を州歴史保存委員や部族歴史保存委員と協議しなくてはならない。もしもこの協議が無益であ
ると考えられる場合には，政府機関，州歴史保存委員，部族歴史保存委員，あるいは史跡保存諮問
委員会自体も協議を打ち切ることになる34）。
　第 106条は政府機関が部族，特に部族議会と協議を行うことの重要性を強調している。例えば，
協議の打ち切りが州歴史保存委員から申し渡された場合，史跡保存諮問委員会が単独で政府機関と
合意に至る場合もある。その一方，部族歴史保存委員が協議打ち切りを決定し，かつ影響を受ける
史跡が部族地所にある場合には，史跡保存諮問委員会が単独で政府機関と合意を結ぶことはない。
政府機関は協議状況を諮問委員会に報告し，その評価を諮問委員会から受けることになる。また，
事業の進め方についても諮問委員会から指示を仰ぐことになる35）。こうした協議手順設定からは，
部族地所における史跡に対し，格段の配慮が要請されていることが窺える。
　Lyng事件判決は先住民聖地の保護に対する無理解を示すものであったが，Civish事件判決は先
住民聖地の歴史的価値を認め，国家がそれを保護することを合憲とした。司法の場において先住民
の宗教的，文化的，歴史的地所の重要性が認められるようになるなか，行政においても史跡保全が
環境保全に勝るとも劣らない重要性をもつようになった。こうした一連の流れのなか，政府機関は
部族関連地所を保護しようとする先住民の営為を尊重し，事業展開にあたって格別の配慮を先住民
史跡に払うことを求められるようになった。1966年制定の国定史跡保存法は改正を重ね，最終改
定は 2006年となっている。随時改定された文言は合衆国法典集第 16編や 36編等に章や条項，注
などとして偏在しており，言語の統一も問題となっていた。運用上の支障となっていたこれらの障
壁を取り除くため，国定史跡保存法は再編され，2014年 12月 19日，合衆国法典集第 16編「保全」
から「国立公園局と関連プログラム（National Park Service and Related Programs）」と題された新
設第 54編へと移されている。
　「国立公園局と関連プログラム」と冠された法典集第 54編の下に国定史跡保存法が再編されたこ
とで，国立公園局が国定史跡の認定，保護，管理に関わる中心的役割を担う組織であることがよ
り鮮明に打ち出されたといえる。国立公園局は 1916年に連邦議会によって創設され，1933年には
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国立公園，国定記念物のみならず，陸軍省や森林局の管理下にあった公園，記念物もその管理下
に置くようになった。史跡管理に関する広範な権限が国立公園局に与えられるようになったのは，
1935年の史跡設置法によってである。先住民の土地請求を扱ったインディアン請求委員会（Indian 
Claims Commission, 1946―1978年）においても，先住民側からの土地請求の妥当性を審議する上で
国立公園局は重要な役割を担った。1990年制定アメリカ先住民墓地保護返還法も国立公園局の下
で運用されており，先住民にとって国立公園局との連携は土地保全，文化財保護において大きな意
味をもつようになっている。国内地所の考古学上，歴史学上の情報，知見を蓄えてきた国立公園局
は法典集第 54編新設によって，内務省土地管理局，農務省森林局に勝るとも劣らない，国土管理
のキープレイヤーとしての地位を確かなものとした。次章以降では，国立公園局の管理の下に置か
れる国家史跡登録簿，国定史跡保存法第 106条を拠り所として，部族関連地所の史跡化を試みるノー
ザン・シャイアンの聖地保護，土地保全，記憶継承について論じる。
3．国定史跡と部族の記憶
1）国家歴史保存法と国定登録史跡簿
　2015年現在，国家歴史保存法の下，「国家史跡登録簿（NRHP）」に登録される登録財は 88,000
を超える36）。1966年国家歴史保存法は，合衆国内の歴史的，建築学的，考古学的，工学的，文化
的意義をもつ区域，遺跡，建物，構造物，物品の保護・管理を目的に制定された。先住民による国
定史跡認定の申請も近年盛んであるが，これは 1992年に「国定史跡保存法」が改正され，先住民
側との「協力条項」，「協議事項」が追加されたことが影響している。
　国家史跡登録財として認められた約 88,000のうち，特に歴史的重要性をもつ 2,500あまりが「国
定歴史名所（National Historic Landmarks, NHL）」として登録されている37）。NRHP，NHLの認定
には，認定基準を満たしているかどうかについての国立公園局による審査，及び内務省長官による
承認が必要となる。「国定歴史建造物」とも訳される NHLであるが，ノーザン・シャイアンが申
請し国定史跡認定を受けたランドマークは，国家の歴史上重要な意味をもつ場，過去の生活の様を
色濃く残す地，考古学的重要性をもつ地といった認定基準に該当する地所である。
　「国定歴史地区」と訳される「National Historic Site, NHS」は歴史的重要性をもつ地所で，連邦
政府による所有・管理が原則となっており，その設立には議会での制定法が必要となる。国家によ
る管理が約束される NHSの認定は NHLよりも厳格であり，認定数は 90程度に留まる38）。〈表 4〉
は NRHP，NHL，NHSの概要をまとめたものである。本稿では NRHP，NHL，NHSの違いに留意
しながらもこれらを一様に「国定史跡」として扱い，先住民の史跡化営為と土地保全，記憶継承の
試みについて考察する。
表 4　アメリカ合衆国における主な国定史跡認定システム
名称（略称：和訳） 設置年 概要
National Register of Historic Places
（NRHP：国家史跡登録簿）
1966年
（1992年改正）
国家歴史保存法（National Historic Preservation 
Act, 1966）にもとづく。現在の登録数は 88,000
以上。
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National Historic Landmarks
（NHL：国定歴史名所）
1966年 NRHPのうち，歴史上重要な出来事の起こっ
た場所が認定される。現在の登録数は約 2,500。
うち約半数は個人所有地。
National Historic Sites
（NHS：国定歴史地区）
1935年 史跡設置法（Historic Sites Act, 1935）にもとづ
く。現在の登録数は約 90。政府所有地として管
理される。90のうち，78が政府所有地。
2）部族関連国定史跡とその歴史的文脈
　〈表 5〉はノーザン・シャイアンが申請に関わった地所で，近年国家史跡の認定を受けたもの，
あるいは認定領域の拡大が認められたものの一覧である。NHS，NHLの申請，及び認定は時間を
要するため，申請のために実際に部族が動き始めたのは認定年よりもかなり前になるが，表から分
かるように，部族関連地所の国定史跡認定は 2000年以降とごく最近である39）。国家歴史保存法改
正において先住民部族との協力関係の構築，協議の場の設置が条項に追加されたのは 1992年のこ
とであり，ノーザン・シャイアン部族においても以降，部族関連地所の保護を歴史的重要性に訴え
ることで実現しようと試みられたと考えられる。
表 5　ノーザン・シャイアン部族関連国定史跡一覧
認定年 史跡名称 所在地 認定内容
2007年 サンドクリーク虐殺地 コロラド州 National Historic Site認定
2008年 ローズバッド戦場 モンタナ州 National Historic Landmark認定
2008年 ウルフマウンテン戦場 モンタナ州 National Historic Landmark認定
2011年 メディスンウィール /メディスン
マウンテン
ワイオミング州 National Historic Landmark領域の拡大
（山頂のメディスンウィールのみ 1970年
に NHL認定済。）
2012年 ディアメディスン・ロック モンタナ州 National Historic Landmark認定
2014年 パニッシュド・ウーマンズ・フォー
ク戦場
カンサス州 National Register of Historic Places認定
　メディスンウィール /メディスンマウンテンの歴史的重要性は紀元前まで遡るが，他の 5つの地
所は，19世紀半ばアメリカ平原地でのインディアン戦争（Indian War）40）に関わる地所である。そ
れぞれの地所で起きた歴史的出来事を時系列に並べると〈表 6〉のようになる41）。
表 6　ノーザン・シャイアン部族関連国定史跡の概要
出来事が発生した年 地所・歴史的出来事の概要
紀元前 4770年～現在 メディスンウィール /メディスンマウンテン（Medicine Wheel/Medicine 
Mountain）：紀元前から今日に至るまで継続的に，宗教的，精神的重要性をもつ
地として複数の先住民部族に認識されてきた。
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1864年 11月 29日 サンドクリーク虐殺地（Sand Creek Massacre Site）：無抵抗なシャイアン，アラ
パホのキャンプがシェビントン（John Milton Chivington）大佐率いる民兵団に
襲われ，虐殺が行なわれた。この事件によって，先住民と合衆国政府との対立は
決定的なものとなった。
1876～1877年 ディアメディスン・ロック（Deer Medicine Rocks）：グレートスー戦争（the 
Great Sioux War）42）に関わる史跡。ローズバッドの戦い，及び平原先住民連合が
カスタ （ーGeorge A. Custer）中佐率いる第七騎兵隊を駆逐したリトルビックホー
ンの戦い（1876年 6月 25―26日）の前（6月 4―8日頃）に，シャイアン，ラコタ・
スーがこの地に集い，サンダンスを執り行った。
1876年 6月 17日 ローズバッド戦場（Rosebud Battlefield/Where the Girl Saved Her Brother）：リ
トルビックホーンの戦いの前哨戦が戦われた地。インディアン戦争のなかでも最
も大規模な戦いの一つとなった。戦いの最中，落馬したシャイアン戦士を馬上の
妹が救い出したことでも知られている。
1877年 1月 8日 ウルフマウンテンの戦い（Wolf Mountains Battlefield/Where Big Crow Walked 
Back and Forth）：グレートスー戦争における最後の戦い。この戦いでの敗北の
後，シャイアン，スーともに最終的に合衆国軍に降伏し，強制移動に応じること
となった。
1878年 9月 27日 パニッシュド・ウーマンズ・フォーク戦場（Battle of Punished Woman’s Fork）：
強制移動先のダーリントン・エージェンシーから脱出したノーザン・シャイアン
の一団が，ルイス（William H. Lewis）大佐率いる軍との戦った地。生き延びたシャ
イアンの一団は引き続き北部平原地を目指したが，最終的には捕えられてフォー
ト・ロビンソン，及びフォート・ケオに収監された。
　部族関連地所が国定史跡として認定されることは，部族共同体の記憶が国史に据えられ，その枠
のなかで歴史的意義が付与されることを意味する。こうした観点からノーザン・シャイアンが関
わった前述 6ヶ所の国定史跡を見るならば，紀元前アメリカ大陸の人々の文化を伝えるメディスン
ウィール /メディスンマウンテン国定歴史名所と，19世紀半ばの合衆国騎兵隊による対インディ
アン戦争に関連する他の 5ヶ所の史跡とでは，その歴史的文脈が大きく異なることは一目瞭然であ
る。一方，先住民の側からこれらの地所の重要性を推し量るならば，土地保全と表裏一体となった
先住民特有の記憶継承のあり様が通底して見えてくる。
4．ノーザン・シャイアンの「記憶の場」
　先住民部族にとって，土地保全なしに記憶継承を考えることは難しい。先住民の文化は土地との
つながりに根差しており，部族の集合的記憶も聖地や歴史的出来事の現場での祈りや儀式によって
想起，継承されてきた。サンドクリーク虐殺地，ローズバッド戦場，ウルフマウンテン戦場，パニッ
シュド・ウーマンズ・フォーク戦場は，ノーザン・シャイアンと合衆国との敵対の記憶を宿した地
であり，メディスンウィール /メディスンマウンテン，ディアメディスン・ロックのように儀式等
が執り行われる地所ではない。しかし，ノーザン・シャイアンにとって虐殺地や戦場の土地保全は，
聖地保護と等しく重要な意味をもつ。現実には先住民部族にとって聖地保護，土地保全，記憶継承
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は密接に関わりあっているが，ここでは敢えて便宜的にこの 3要素を切り分けて考えることで，史
跡化営為に託された部族の意図・戦略を検討する。
1）聖地保護のための史跡化：メディスンウィール /メディスンマウンテン
　メディスンウィールはワイオミング州ビックホーンマウンテンの一角をなす，メディスンマウン
テン山頂に存在する。ビックホーンマウンテンのメディスンウィールは，合衆国に現存するメディ
スンウィールのうち大規模かつ，元型がよく留められているという理由で，1970年に NHL認定を
受けている。2011年の NHL認定ではそれまでの 110エーカーの史跡認定地所が拡大され，メディ
スンマウンテン，及び周辺地域，総面積 4080エーカーが国定史跡として認定され，名称もメディ
スンウィール /メディスンマウンテン国定歴史名所と変更された。メディスンマウンテンには古代
の人々が使用したトレイルや遺跡が存在しており，放射性炭素年代測定法による検査の結果，その
歴史は紀元前 4770年まで遡ることが判明している43）。
　1970年の NHL認定においては，紀元前最古の文化，アメリカ大陸平原地での狩猟採集民の暮ら
し，ヨーロッパ移民流入前の先住民の宗教や儀式を伝える地として，その考古学的価値が認められ
ている。2011年の NHL認定は，ビックホーン国立森林公園を管理する合衆国森林局とシャイアン
やクロウなどの部族代表者，及び周辺地域の代表者とが協議を重ねながら，実に 15年の歳月をか
けて成し遂げられた44）。史跡認定地域の拡大が忍耐強く目指された背景には，モータースポーツや
森林伐採による土地の荒れが進み，場の聖性が失われることに対する先住民部族の深い憂慮があっ
たと考えられる。
　メディスンマウンテン，及びその周辺に偏在する古代遺跡や，先住民部族の儀式に関わる重要な
地所に関わるデータが収集され，メディスンウィールだけでなくメディスンマウンテン全体の聖性
が認められた意義は大きい。多くの場合，先住民にとって「聖地」は特定の遺跡のみを指すわけで
はなく，地形，歴史，景色，その地に棲む動植物などといった，すべてを含んだ関わりの「全体性」
を重視するものである。しかし，こうした先住民の「聖地」の定義は，遺跡や遺物といった分かり
やすいランドマークのみに歴史的，精神的意義を与える主流社会では理解されにくい。また，祈り
や儀式を介して場の聖性に参与するという先住民の世界観は，「過去」と「現在」を鮮やかに区分
し，「史跡」を過去の遺物としてしか見ない主流社会の世界観とは大きく異なる。アラパホ，ブラッ
クフィート，シャイアン，クロウ，スーなど 70以上もの部族がメディスンウィール /メディスン
マウンテンを精神的礎とし，その地で祈りや断食などの儀式を今日に至るまで執り行ってきた。こ
うした事実をもとに 2011年，民族歴史学的意義，民族再生上の重要性が認められ，NHL認定史跡
領域が拡大された45）。こうした点を鑑みるならば，メディスンウィール /メディスンマウンテン国
定歴史名所は，聖地保護を目指した先住民部族が国立公園局に「史跡」の再定義を迫った事案であ
るといえる。
2）開発阻止の方策としての史跡化：ディアメディスン・ロック，ローズバッド戦場，ウルフマウ
ンテン戦場
　国家史跡登録簿認定の折，国立公園局が認めたサンドクリーク虐殺地，ディアメディスン・ロッ
ク，ローズバッド戦場，ウルフマウンテン戦場，パニッシュド・ウーマンズ・フォーク戦場の歴史
的重要性は，合衆国の軍事（Military institutions and activities）・政治面（Political ideas, cultures, 
and theories）における意義，及び先住民故地（Ethnic homelands），先住民遺産（Ethnic heritage: 
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Native American）等としての意義であった46）。インディアン戦争に関わるこれらの地所はノーザン・
シャイアン部族史においても重要な意味をもつが，当然のことながら部族史における出来事の解釈
は国史におけるそれとは異なる。合衆国史においてインディアン戦争は，西部開拓を阻む障壁とし
て描かれるが，先住民にとっては故地を護るための戦いであり，その敗北は部族主権の喪失を意味
する。
　今日，ノーザン・シャイアンは連邦政府から信託された「居留地（reservation）」において，部
族自治を実現している。合衆国先住民部族が押しなべて居留地をもつ幸運に恵まれているわけでは
なく47），ノーザン・シャイアンにとっても部族居留地の獲得は長い道のりと多くの犠牲を要するも
のだった。部族にとって居留地は部族自治の基盤であり，部族アイデンティティの礎である。ディ
アメディスン・ロックを中心とした半径約 55キロ圏内には，リトルビックホーン戦場国立記念施
設（Little Bighorn National Monument），ローズバット戦場国定歴史名所，ウルフマウンテン戦場
国定歴史名所が存在し，ノーザン・シャイアン居留地はおおよそこの圏内に入る48）。そういった意
味においてディアメディスン・ロック，ローズバッド戦場，ウルフマウンテン戦場は，部族が合衆
国に包摂され，居留地での生活を強いられる以前の生活圏の一部を歴史的に示す地所であるといえ
よう。
　ディアメディスン・ロックは居留地外北，ローズバッド戦場は南，ウルフマウンテン戦場は東
に位置するが，いずれの地所も石炭開発のリスクに晒されてきた地所である。ディアメディスン・
ロックの北には化石燃料での火力発電を行うコールストリップ発電所，ローズバッド戦場南には巨
大なデッカー石炭採掘所が操業している。ウルフマウンテン戦場跡地近隣，カスター国立森林公園
に囲まれたオッタークリークでは，近年，石炭開発計画が議論されている。居留地周縁で計画され
るこうした資源開発を考えあわせると，NHL認定を受けたディアメディスン・ロック，ローズバッ
ド戦場，ウルフマウンテン戦場は，居留地とその周辺に宿る部族共同体の記憶の場を護る砦として
見ることができる。
ⅰ）ディアメディスン・ロック国定歴史名所
　ローズバット谷にあるディアメディスン・ロックは，ローズバットの戦い，リトルビックホー
ンの戦いと強いつながりがあるもののそれ自体は戦場地ではない。ディアメディスン・ロックは，
リトルビックホーンの戦いの前，ラコタ・スーとシャイアンが総勢 3000人という大集団をもって
野営した地として知られている49）。ラコタ・スーのメディスンマン，シッティング・ブル（Sitting 
Bull）は，合衆国騎兵隊との戦いを前に，この地でわが身を捧げて創造主に祈るサンダンスを執り
行った50）。サンダンスを通してシッティング・ブルは騎兵隊兵士が崖から落ちるヴィジョンを得，
これをもって平原部族連合は合衆国騎兵隊との戦いにおける勝利を確信したとする逸話が残されて
いる51）。NHL認定においても，リトルビックホーンの戦い前に，シッティング・ブルがサンダン
スを執り行った地としてグレートスー戦争と関連付けられ，その歴史的重要性が認められている。
　国立公園局は当初，ディアメディスン・ロックの NHL認定に前向きではなかった。ローズバッ
ト戦場，及びウルフマウンテン戦場は 2008年に NHL認定を受けたが，その申請が進むなか，ノー
ザン・シャイアン部族歴史保存委員の側からディアメディスン・ロックの歴史的重要性が主張され，
国立公園局がグレートスー戦争に関わる戦地のみを認定していることについて，批判的な意見が述
べられた52）。最終的にディアメディスン・ロックは 2011年に NHL認定を受けたが，認定申請の裏
には石炭開発企業の進出を食い止めたい土地所有者と，文化・信仰上，重要な意味をもつ地所の消
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失を防ぎたい部族の思いがあった。ディアメディスン・ロックは，牧畜業を営む非先住民個人の所
有地内に存在する。土地所有者が国定史跡化に前向きだった理由として，祖先が居留地設立以前か
らシャイアンの人々と親交がありその文化・伝統に理解があったこと，近隣にコールストリップ発
電所が建設された際，居留地外北部に広く散在していた多くの遺跡，遺物が失われる様を目撃して
いたことが挙げられる53）。
　ノーザン・シャイアンにとってディアメディスン・ロックの NHL認定は，2つの点で重要な意
味をもつ。まず一点目は先住民の視点からグレートスー戦争を語る地が，国定史跡として認定され
たことである。グレートスー戦争に関わる国定史跡は数あるが，戦場地でない NHL認定地はディ
アメディスン・ロックのみである54）。ディアメディスン・ロックでのシッティング・ブルによるサ
ンダンスの執行が，リトルビックホーンの戦いと関連付けられ，歴史的出来事として認められたこ
とで，先住民にとってグレートスー戦争は故地である平原地を護るための戦いであった，という語
りが可能となる。もう一点は，伝統文化に関わる遺産を NHL認定することに成功したという点で
ある。先住民の崇拝の対象としてのディアメディスン・ロックの歴史は，2000年に及ぶという説
もあり，ノーザン・シャイアンは，ディアメディスン・ロックをスピリットの宿る生きた存在とし
て捉えている。サンドストーンに刻まれた壁画はこの地に棲むスピリットからのメッセージである
とされており，ラコタ・スーの戦士であるクレイジー・ホース（Crazy Horse）もこの地の壁画を
通して啓示を得たという55）。グレートスー戦争の文脈においてその歴史的重要性が認められたディ
アメディスン・ロックであるが，数多くの古い壁絵が描かれた巨大なサンドストーンの石柱群は先
住民の世界観，精神世界を示すものである。
　ディアメディスン・ロック国定史跡認定は，部族にとって精神的な意味をもつ地が国立公園局，
及び土地所有者との折衝を経て国定史跡となり，その保全が保障されたという点において意義深い
ケースといえる。
ⅱ）ローズバット戦場国定歴史名所，ウルフマウンテン戦場国定歴史名所
　モンタナ州立公園内にあるローズバット戦場国定歴史名所は，1876年 6月 17日，ノーザン・シャ
イアンがラコタ・スーとともに，クック（George Crook）准将率いる合衆国騎兵隊と戦った地で
ある。グレートスー戦争のなかでもとりわけ大規模な戦いであり，合衆国騎兵隊 1300名と平原先
住民戦士 1500名との間で争われた。シャイアン戦士とクレイジー・ホース率いるラコタ戦士とが
戦闘の口火を切ったこの戦いで，クック准将率いる騎兵隊は敗北を期し，一連の戦闘地域から撤退
した。一週間後，リトルビックホーンで平原先住民連合軍と戦ったカスター中佐は，撤退したクッ
ク准将一団の援護を得られず，これがリトルビックホーンでの合衆国軍の大敗につながったと分析
されている。ノーザン・シャイアンの間では，戦闘の渦中へ馬上の年若いシャイアンの女性が躍り
だし，落馬した兄を救い出したという逸話が有名であるが，NHL認定においてローズバットの戦
いはシャイアンとラコタ・スーの連合軍がそれまでの防衛的な姿勢を改め，より攻撃的な姿勢で戦
いに臨んだことが強調されている56）。
　NHL認定においてローズバットの戦いは，グレートスー戦争において先住民部族と合衆国の衝
突がより鮮明になった転換点として位置づけられている。対して 1877年 1月 8日に争われたウル
フマウンテンの戦いは，グレートスー戦争を終結へと導いた出来事として解釈されている。
　カスター中佐率いる第七騎兵隊が壊滅したリトルビックホーンの戦い（1876年 6月 25―26日）
の後，合衆国陸軍の対インディアン戦略はより強硬なものとなった。対インディアン戦略の先頭
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に立ったマイルズ（Nelson A. Miles）大佐によって，ラコタ・スーのシッティング・ブルやクレイ
ジー・ホースの一団は次第に追い詰められていった。チーフ・ドゥルナイフ（Dull Knife）率いる
シャイアンの一団もまた，現在のワイオミング州レッドフォークにおいてマッケンジー（Ranald S. 
Mackenzie）大佐の奇襲に遭い，大きな打撃を受けた。対インディアン戦略にもとづくこうした一
連の追跡や戦いで疲弊し，越冬のための食料を欠いたシャイアン，ラコタ・スーの一団が集った
のがウルフマウンテンであった。ウルフマウンテンでマイルズ大佐率いる合衆国軍とあいまみえ
た先住民戦士としては，ラコタ・スーのクレイジー・ホースやシャイアンのトゥー・ムーン（Two 
Moon）等の名が挙げられる。ノーザン・シャイアンの間では部族のメディスンマン，ビック・ク
ロウ（Big Crow）が，銃弾飛び交うなか，赤い衣装にワーボンネットを身に着けて丘の上を行き
来し，身を挺して相手兵の注意を引き付けたことで知られている57）。ウルフマウンテンの戦いの
後，程なくしてノーザン・シャイアン，ラコタ・スーともに合衆国軍に降伏し，平原地を自由に移
動する彼らの伝統的な生活は終焉を見ることとなった。
　NHL認定において，グレートスー戦争最後の戦場としてその重要性が認められているウルフマ
ウンテン戦場国定歴史名所であるが，部族の側はビック・クロウをはじめとする先住民戦士の埋葬
地であることを重視しており，その保全を望んでいる58）。現在，当該地所は牧畜業を営む非先住民
の所有地であるが，代々この地に住む所有者もまた，資源開発の手にかかることのないよう，土地
の保全を望んでいる59）。ノーザン・シャイアン居留地では 1960年代半ばから 1970年代にかけて，
内務省インディアン局主導で居留地内石炭採掘リース契約が進められた。部族は後に，環境アセス
メントの不履行や不当に安いリース料を根拠に，内務省へリース解約の嘆願書を提出し，最終的に
その解約に漕ぎつけている60）。以降，居留地内石炭開発に対する部族の態度は慎重であるが，近隣
での石炭採掘についてはその経済効果を理由に賛同する向きもあり，部族の反応は一様ではない。
　モンタナ州南東部は石炭や天然ガスといった，地下資源の豊富な埋蔵量で知られており，ローズ
バット戦場国定歴史名所，ウルフマウンテン戦場国定歴史名所のいずれもワイオミング州境に近い，
この地域に存在する。ワイオミング州では天然ガス採掘が急速に進み，モンタナ州境には地下天然
ガスを抜き取るために設置された，地下水をくみ上げるための井戸も数多く見られる。その影響は
モンタナ州側にも及んでおり，地下水の大量くみ上げによる地下水面の下降や，地が塩をふく塩害
が懸念されている。ノーザン・シャイアン居留地東境界タンリバー沿いには，チョコレート菓子製
造で知られる巨大食品会社マースが所有する 82,000エーカーの牧場があり，元最高経営責任者で
あるマース Jr.（Forrest Mars Jr.）は環境保護団体とともに，近郊で計画される天然ガス開発や石
炭運搬鉄道敷設に反対し，法廷で争ってきた。しかし，新興国におけるエネルギー資源需要の高ま
りを受け，モンタナ州政府が資源開発計画を推進する現在，環境保全に訴えるこうした抵抗は芳し
い成果を得られていない61）。
　ローズバットの戦い，及びウルフマウンテンの戦いの舞台となった地所は，「居留地インディア
ン」となる以前のノーザン・シャイアン部族の生活圏であった。部族にとってこれらの地所が重要
なのは，合衆国軍との戦いという「歴史的出来事」の場であったからではなく，そこで生きた祖先
の記憶があるためである。ディアメディスン・ロック，ローズバッド戦場，ウルフマウンテン戦場
の史跡化を進めた部族の意図は，歴史的出来事の場としてそれらの地の重要性を訴えて国定史跡化
し，その周縁にある伝統的生活圏を護ることにあったと考えられる。特にウルフマウンテン戦場の
史跡化は，現在進行中の鉄道敷設計画，及びオッタークリークでの石炭開発計画を阻止する上で重
要な意味をもつ。
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　居留地隣接地オッタークリークは，部族が祖先の埋葬地であると主張する地所であるがその立証
は困難である。立地紛争の渦中にある地所を護る現実的な手段は，オッタークリークに近いウルフ
マウンテン戦場が国定史跡である事実をもとに，国家歴史保存法 106条に訴え，鉄道敷設や石炭
採掘が歴史的地所に影響を及ぼさないよう，開発に関わる企業や政府機関に働きかけ，協議の場
をもつことである。国家歴史保存法 106条は，土地開発に際して史跡保存諮問委員会がその見解
を提示できる機会を設けるよう求めている。現にタンリバー鉄道会社（the Tongue River Railroad 
Company）の計画に関して，アメリカ陸上運輸委員会（Surface Transportation Board）は史跡保
存に関する月例の協議会を開催している。一方，国家歴史保存法 106条は史跡保存への配慮を推奨
するものの，配慮を強要する効力はもたない62）。NHL認定は先住民にとって必ずしも土地保全を
確約するものではないが，史跡認定の過程で得られた国立公園局や近隣住民との連携をもって，開
発企業や政府機関との協議を長期化させ，開発計画の速やかな履行を阻止することを可能にしてい
る。
3）記憶継承の方策としての史跡化：サンドクリーク虐殺地，パニッシュド・ウーマンズ・フォー
ク戦場
　「歴史」を解釈に開かれた出来事の連なりと捉える「歴史の物語り論」（Danto 1965/1989; White 
1981; 野家 2005）63）の観点から見るならば，「歴史」というストーリーは「現在」を生きる者が「過去」
の出来事の解釈を求める過程で生み出す，ということになる。国立公園局が重視する歴史的出来事
は，南北戦争やインディアン戦争等，合衆国建国やその領土拡大に関わるものである。いかにして
今日の合衆国が形成されたのかを説明しようとする国史に対し，ノーザン・シャイアン部族史にお
いて目指される収束点は，故地奪還となる 1884年の部族居留地設立である。部族居留地設立を収
束点とするノーザン・シャイアン部族史において，NHL認定を受けたサンドクリーク虐殺地，パニッ
シュド・ウーマンズ・フォーク戦場は重要な意味をもつ。
　「歴史の物語り論」にもとづいて，部族の側から条約締結，虐殺，戦闘，強制収容先からの脱出
といった出来事をつなぐならば，居留地設立への過程はおよそ次のように語られよう。
　1864年 11月 29日，コロラド・テリトリー，サンドクリークにおいて，サザン・シャイアン（Southern 
Cheyenne）のチーフ，ブラックケトル（Black Kettle）等の一団が，星条旗，白旗を掲げたにもか
かわらず，シェビントン大佐率いる民兵団によって急襲，殺戮された。サンドクリークの虐殺以前
に締結された 1861年のフォート・ワイズ条約（Treaty with the Arapaho and Cheyenne, 1861）はシャ
イアン，アラパホの土地と安全を保障していた。また，ブラックケトル等は，レオンズ駐屯地から
サンドクリークをキャンプ地とする許可を得ていた。それにもかかわらず功名を急ぐシェビントン
に率いられた総勢 700～800の民兵団は，狩りのため成人男子が出かけ，女性，子ども，老人だけ
の無抵抗なキャンプを襲い，見境ない殺戮を行った。落命した 163名の先住民の遺体は切り刻まれ
てデンバーへ運ばれ，戦利品として見世物にされた。
　サンドクリークの虐殺によって，部族の合衆国政府に対する不信は決定的なものとなり，以降ノー
ザン・シャイアンは，スーやノーザン・アラパホといった他の平原部族との連合をもって，生活
の場である平原地を護ることになる。1860年代半ばには，スーのレッド・クラウド（Red Cloud）
率いる一団とともにボーズマントレイル建設計画を武力阻止し，1868年にフォート・ララミー条
約によってスーが居留地（Great Sioux Reservation）を約束されると，ノーザン・シャイアンも
「ノーザン・シャイアン，及びノーザン・アラパホとの条約（Treaty with the Northern Cheyenne 
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& Northern Arapaho, 1868）」の締結に臨んだ。この条約によってノーザン・シャイアンは，初め
て独立した一部族集団として合衆国政府に認められた。しかしこの条約は部族居留地を約束してお
らず，ノーザン・シャイアンはサザン・シャイアン，スー，クロウのいずれかの部族に合流し，そ
の居留地に定住することを強いられた64）。
　ノーザン・シャイアンはあくまで部族独自の居留地の設立を訴えたが，1871年に合衆国―先住
民部族間の条約締結は終了する。対インディアン戦略が本格化するなか，1876年，平原部族連合
がカスター中佐率いる第七騎兵隊を壊滅させたリトルビックホーンの戦いは，建国 100年の祝祭
ムードに沸く首都ワシントンを震撼させた。しかし皮肉にも，これによって軍の対平原部族戦略は
より踏み込んだものとなった。1877年秋には現在のモンタナ州マイルズ・シティに位置したフォー
ト・ケオ（Fort Keogh）を拠点とした，マイルズ大佐による対平原部族戦略が開始され，程なくし
てノーザン・シャイアンはインディアン・テリトリー（現在のオクラホマ州）にあるダーリントン・
エージェンシー（Darlington Agency）への移動を強要された。
　慣れない南部の気候や劣悪な収容先の状況に耐えかね，1878年 9月 9日，移動させられたシャ
イアンのうち，チーフ・ドゥルナイフ，チーフ・リトルウルフ（Little Wolf）の一団約 300名が，
北部平原地を目指して脱出した65）。9月 27日，故地への帰還途上にあったノーザン・シャイアン
の一団は，ルイス（William H. Lewis）大佐率いる軍 200名の追跡を，現在のカンサス州スコット
シティに位置するパニッシュド・ウーマンズ・フォークで迎え撃った66）。生き延びたシャイアンの
一団は引き続き北部平原地を目指し，現在のネブラスカ州プラットリバーを越えた辺りで二手に分
かれた。チーフ・ドゥルナイフの一団はレッドクラウド・エージェンシー（Red Cloud Agency）を，
かたやチーフ・リトルウルフの一団はパインリッジ（Pine Ridge）を目指したが，最終的には捕え
られ，前者はフォート・ロビンソン（Fort Robinson），後者はフォート・ケオに収監された。
　フォート・ロビンソンに収監されたドゥルナイフの一団は，インディアン・テリトリーへの再送
還を要求される。再送還を拒否した一団は食糧，暖，水を断たれて，再びインディアン・テリトリー
への送還を強要されたがこれを拒み，1879年 1月 9日未明，収監されていたバラックからの脱出
に及んだ。脱出を試みた 120～130名のノーザン・シャイアンの約半数が命を落とした67）。リトル
ウルフの一団は，最終的にはフォート・ケオに収監され，1877年にマイルズ大佐に投降し，斥候
として働いていたトゥームーンの一団と合流した。1880年頃には，フォート・ケオ・シャイアン
の一団がモンタナ準州南東部タンリバー域で生活を始め，1884年にアーサー大統領令によってタ
ンリバー・インディアン居留地（Tongue River Indian Reservation）が認められるに至った。1900
年にはマッキンリー大統領令によって居留地が拡大され，現在の土地面積約 440,000エーカーとな
り，部族占有の「ノーザン・シャイアン・インディアン居留地」となった。
表 7　ノーザン・シャイアン・インディアン居留地設立までの経緯
1851年 フォート・ララミー条約（ホース・クリーク条約）
1861年 フォート・ワイズ条約
1864年 サンドクリークの虐殺
1865年 リトル・アーカンサス条約，パウダー・リバー遠征
1865―68年 ノーザン・シャイアン，スーとともにボーズマントレイル建設を妨害
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1867年 メディスンロッジ・クリーク条約
1868年 ノーザン・シャイアン，及びノーザン・アラパホとの条約
（フォート・ララミー条約）
1871年 条約締結終了
1876年 ローズバッドの戦い，リトルビックホーンの戦い
1877年 フォート・ケオを拠点とした，マイルズ大佐による対平原部族戦略
1878年 チーフ・ドゥルナイフ，チーフ・リトルウルフの一団によるインディアン・テリ
トリーからの脱出
1879年 ドゥルナイフの一団，収監先のフォート・ロビンソンから脱出
1884年 アーサー大統領令によるタンリバー・インディアン居留地の設立
　〈表 7〉は，タンリバー・インディアン居留地設立までの経緯の概要を示すものである。1851年
のフォート・ララミー条約以降，1884年のタンリバー・インディアン居留地設立までの過程にお
いて，「インディアン・テリトリーからの脱出」，特に「フォート・ロビンソンからの脱出」は，居
留地設立を可能にした「祖先のサクリファイス（ancestral sacrifice）」として今日の部族メンバー
に広く認識されている。国立公園局インターマウンテン支援事務局は，2002年に「文化衝突の路
プロジェクト（The Clash of Cultures Trails Project）」を立ち上げ，1878年から 1879年にかけて
の部族の北部平原地を目指す帰還を「ノーザン・シャイアン脱出路（Northern Cheyenne Exodus 
Trail）」として顕彰する意思を表明している68）。パニッシュド・ウーマンズ・フォーク戦場はこの
脱出経路途上にあり，このことが 2014年に国家史跡として登録された大きな理由として考えられ
る。カンサス・ヒストリカル・ソサエティによるフィールド調査によって該当地所の歴史的意義が
認められ，比較的保存状態の良い 30エーカーが史跡登録されている69）。
　一方，2007年に国定歴史地区となったサンドクリークは，シャイアンにとって忘れがたい部族
のトラウマが宿る地である。和平推進派のチーフであったブラックケトルが攻撃を受けたこと，そ
して何より部族の犠牲者が民兵団によって惨たらしい扱いを受けたことは，今日まで部族に大きな
精神的苦痛を与え続けてきた。サンドクリークの虐殺で重要な政治的・精神的リーダーの多くを失っ
たことで，部族政治体の中枢として機能していた評
カウンシル
議会システム（Council of Forty-four）は以降，
機能不全に陥った70）。サンドクリークの虐殺の後，ピースチーフが希求した合衆国との和平は，部
族内で協議されなくなった。1864年のサンドクリークの虐殺は，部族にとって合衆国との対立が
不可避となった出来事であり，リトルビックホーンの戦いへと続く，この後の一連の戦いの動機と
なった。
　サンドクリークの虐殺は当初，「サンドクリークの戦い（Battle of Sand Creek）」と称され，シェ
ビントンの功績が称えられたものの，後に公聴会が開かれ，その実態が暴かれる事態となった71）。
「国家史上の汚点（national disgrace）」と評されたこの出来事は，1865年の「リトル・アーカンサ
ス条約（Treaty with the Cheyenne and Arapaho, 1865）」によって償われるはずであった。この条約
はシャイアン側にサンドクリークの虐殺に対する補償を約束するものであったが，未だその履行は
果たされていない。
　リトル・アーカンサス条約第 6条は，サンドクリークの虐殺で被害を蒙った部族チーフ，ブラッ
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クケトル，セヴンブル（Seven Bulls），リトルローブ（Little Robe），ブラックホワイトマン（Black 
White Man）等にそれぞれ 340エーカーの地所を，被害者となった未亡人，孤児にそれぞれ 160エー
カーの地所を約束したが，内務省長官はこれについて何ら具体的な行動を起こさなかった。サンド
クリーク虐殺地の NHS認定に深く関わったノーザン・シャイアン部族歴史保存委員のブレイディ
Sr.（Steve Brady Sr.）は，サンドクリークの虐殺を体験した直系の祖先をもつ。部族の精神的リー
ダーであった祖父から，サンドクリークでの出来事の詳細を聞いて育ったというブレイディは，語
りを聞く度，祖父の深い悲しみと怒りを感じたという72）。国史の汚点であるサンドクリーク虐殺の
現場は，当初，国家史跡登録簿に登録されていなかった。先住民虐殺という出来事の歴史的重要性
が認証されないまま，忘却の過程に晒されたサンドクリークの史跡化が目指された裏には，犠牲者
の子孫の並々ならぬ決意があったと思われる。
　サンドクリーク虐殺地顕彰へ向けての先住民側からの働きかけは，国定史跡化が目指される前に
もあった。1985年には現地に据えられた「サンドクリーク戦場（Sand Creek Battleground）」と刻
まれた碑に対し，「虐殺」であるという異議申し立てがなされ，先住民による独自の慰霊碑建立の
動きがあった73）。シャイアンは「アメリカ先住民墓地保護返還法（NAGPRA）」の成立に深く関わっ
たが74），1990年に NAGPRAが制定されると，1993年にスミソニアン研究所自然史博物館に保管さ
れていた虐殺犠牲者の遺骨の返還を求め，遺骨の再埋葬を行っている75）。
　1997年にはコロラド・ヒストリカル・ソサエティが虐殺地の正確な位置を明らかにするための
考古学的調査に乗り出し，シャイアンもこれに関わるようになる。1998年になると国立公園局が
中心となり，コロラド州，シャイアン，アラパホが関わっての「サンドクリーク虐殺地プロジェク
ト（Sand Creek Massacre Project）」が法制定によって立ち上げられ，現地での考古学的・歴史学
的調査が行われた。18か月間に及んだ調査によって当時用いられた砲丸等，出来事を裏付ける科
学的物証が発見され，またキャンプ地等の具体的な位置も確定された。調査結果は 2000年 7月に
議会報告され，程なくしてサンドクリーク虐殺国定歴史地区設立のための法案提出がシャイアンの
血を引く上院議員ベン・ナイトホース・キャンベル（Ben Nighthorse Campbell）によってなされた。
同年 11月 7日には，クリントン大統領が「サンドクリーク虐殺国定歴史地区設立法（Sand Creek 
Massacre National Historic Site Establishment Act）」に署名し，12,480エーカーの地所が国定史跡
として保護されることが約束された76）。
　サンドクリーク虐殺地は NHS認定を受けている。政府管轄地となる NHS認定を部族が目指し
た背景には，リトル・アーカンサス条約で補償が約束されていた土地を確保し，祖先の霊を弔う営
みを確実に継承しようという強い意向があったと考えられる。2007年のサンドクリーク虐殺地の
NHS認定は，その後続くノーザン・シャイアンの史跡化営為の起点となっており，21世紀におけ
る部族の記憶継承の方向性を決定づける大きな転換点となった。
5．国定史跡に見る国史と部族の記憶の交差
　先住民部族にとって密接に関連しあう聖地保護，土地保全，記憶継承を，前章では敢えて便宜的
に切り分けて検討した。聖地保護が意図された史跡化事例として，メディスンウィール /メディス
ンマウンテン国定歴史名所を，土地保全・開発阻止の方策としての史跡化事例としてディアメディ
スン・ロック国定歴史名所，ローズバッド戦場国定歴史名所，ウルフマウンテン戦場国定歴史名所
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を扱い，部族独自の記憶の継承が目指された史跡化事例としてサンドクリーク虐殺地国定歴史地区，
パニッシュド・ウーマンズ・フォーク戦場国定歴史名所を扱った。本章ではこれまでの検討を通し
て，国立公園局が司る「歴史」と部族の「記憶」の交差について明らかとなった幾つかの点につい
てまとめておきたい。
1）「聖地」と「史跡」
　一点目として部族の精神性，宗教性に関わる記憶は，「歴史」という文脈と容易には接点を結び
えないという点が挙げられる。このことは国立公園局が史跡として認める「聖地」の定義が，非常
に限定的なものであることにも表れている。前章で扱った 6件の地所うち，聖地としてその歴史的
重要性が認められ，国定史跡認定を受けたのはメディスンウィール /メディスンマウンテンのみで
ある。古代の人々が山頂に車輪状の造形を施して祈りの場としたメディスンウィールは，確かに先
住民の宗教性，精神世界を窺い知ることのできる地所である。メディスンウィールは 1906年制定
の「遺跡保存法（Antiquities Act）」がその保護を訴える，「先史時代の先住民遺跡」という定義に
当てはまる。また 2004年 Civish事件判決において，先住民遺跡の国家史上の重要性を説くために
用いられた「古代ギリシャ神殿パルテノン」の例えにも適合する。
　しかし，グレートスー戦争の文脈で NHL認定を受けたディアメディスン・ロックもまた，ノー
ザン・シャイアンにとってはスピリットの宿る地であり，その点では聖地の範疇に入る。赤いサン
ドロックの表面に幾つもの壁画をもつディアメディスン・ロックは，今日に亘るまで特別な力をも
つ場として人々に認識されている。戦場地であるウルフマウンテンも，メディスンマンであったビッ
ククロウのスピリットが宿る地として重視されており，虐殺地であるサンドクリークについても部
族の間では，祖先の霊が棲む「聖地（sacred ground）」と表現されている。無論，メディスンウィー
ル /メディスンマウンテン，ディアメディスン・ロック，ウルフマウンテン，サンドクリークは，
それぞれ異なる性質をもつ聖地として理解されるべきであるが，「祈りの場」，もしくは「祈りを必
要とする場」を共通項として考えるならば，先住民の人々が聖地として捉える地所の性質が窺える。
2）「解釈」をめぐる折衝と異議申し立て
　二点目として国定史跡化に際し，部族の記憶は国史の文脈に一旦は従属させられるものの，地所
の歴史的重要性をめぐる解釈は必ずしも国史の枠組みに準拠しないという点が挙げられる。国定史
跡認定に際し国立公園局が先住民側に用意する文脈は，現在のところ「インディアン戦争」に限
定されている。先住民側は国立公園局が提示するこの枠組みに則り，ディアメディスン・ロック，
ローズバッド戦場，ウルフマウンテン戦場の歴史的重要性をインディアン戦争と結びつけることで
国定史跡化を成し遂げている。同時にこれらの地所の国定史跡化をもって，部族は居留地近隣の土
地保全を目指している。居留地での定住を強いられる以前の「部族主権」の記憶を想起させるこれ
ら地所の史跡化は，居留地が一般の政府信託地とは異なる「インディアン・キャラクター（Indian 
character）」を備えた地であることを，今後継続的に立証する役割を果たすと考えられる。
　最後に，国定史跡化は歴史的出来事の解釈をめぐる折衝・異議申し立ての機会となるという点が
挙げられる。ローズバット戦場，ウルフマウンテン戦場の NHL認定を進めるなか，部族は戦場地
以外の地の史跡化に前向きでない国立公園局に異議申し立てを行い，戦場地ではないディアメディ
スン・ロックをインディアン戦争の文脈に据えることで，その顕彰に成功している。一方，歴史的
出来事の解釈をめぐる折衝の事例としては，サンドクリーク虐殺地の顕彰が挙げられる。ディアメ
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ディスン・ロック，ローズバッド戦場，ウルフマウンテン戦場が「インディアン戦争」の文脈に据
えられることに部族側から強い異議は唱えられないであろうが，サンドクリークが「戦い」である
という解釈は認められない。サンドクリークはあくまで「虐殺地」であり，部族にとって「戦場」
としての顕彰は到底ありえない。
　部族は国立公園局が用意する歴史的文脈に異議申し立てをすることで，既存の文脈を越えての史
跡化を果たしている。ディアメディスン・ロックはインディアン戦争を先住民の側から語ることを
可能にする地所であり，サンドクリーク虐殺地は国家にとって不都合な出来事の記憶を宿す地所で
ある。こうした地所を国家史跡として顕彰する部族の営みは，「歴史」の語りを多層で多声性をも
つものへと変容させる可能性をもつと考えられる。
3）記憶継承，土地保全における効果
　「サンドクリークの虐殺」が「サンドクリークの戦い」と称された背景には，1861年に始まっ
た南北戦争の影響がある。1862年，西部へと進軍してきたテキサス南軍を，ニューメキシコ・テ
リトリーでシェビントン等が率いるコロラド歩兵隊が撃退した。このグロリエタの戦い（Battle of 
Glorieta Pass）で勝利を収めたシェビントンは，英雄としてコロラド・テリトリーに帰還した後，
義勇騎兵隊大佐に任命されている。コロラドで南北戦争の英雄として扱われたシェビントンが関
わったが故に，サンドクリークの虐殺は北軍がコロラド・テリトリーを護り，西部を勝ち取るため
の「戦い」であったという誤訳がまかり通ってきた。サンドクリークが虐殺地であることを立証す
ることは，南北戦争という文脈からこの惨事を切り離し，シェビントンを擁護するコロラド州史を
否定し，その変容を迫るものである。こうした点を鑑みるならば，サンドクリーク虐殺地国定歴史
地区設立が，コロラド州史，及び国史にもたらした影響は決して小さくない。
　2014年 11月 29日から 12月 3日にかけて，サンドクリーク虐殺の惨事から 150周年の記念式典
が先住民犠牲者の子孫，州知事，国立公園局，コロラド歴史博物館関係者等，多くの関係者を集め
て国定記念地区で執り行われた77）。この式典はコロラド州知事令によって設置されたサンドクリー
ク記念式典委員会（Sand Creek Massacre Commemoration Commission）によって企画，運営され
たが，こうした式典が州主導の下で実施された背景には，2007年にサンドクリークが国定記念地
区として顕彰されたことが大きく影響している。こうした点から見るならば，部族関連地所の史跡
化は部族の記憶継承，及びその伝播という点において効果的に働いているといえる。
　国立公園局が考える「歴史」と部族が捉える場の「記憶」の間には齟齬はあるものの，ノーザン・
シャイアンの事例を見る限り，国立公園局の下で進められる部族関連地所の史跡化は，先住民部族
にとってこれまでのところ聖地保護，土地保全の上で有効な方策となっている。しかし国家史跡保
存法第 106条が，先住民関連地所での土地開発に対してどの程度の抑止力をもつかについては不確
定な要素も多い。ウルフマウンテン戦場国定歴史名所が関わるタンリバー鉄道の建設計画は，現在
も議論の渦中にある。鉄道会社の他にアメリカ陸上運輸委員会，陸軍，史跡保存諮問委員会，州歴
史保存委員会，内務省土地管理局，農務省農業調査局，モンタナ州天然資源・保護部等，多くの機
関が関わるこの計画同意に，部族歴史保存委員会は直接関わることができていない。計画地所が部
族関連国定史跡から十分離れており，鉄道建設による史跡損傷の恐れがないと判断されていること
が要因として考えられるが，部族歴史保存委員会は鉄道敷設計画の動向を注視している。国家史跡
保存法は土地開発，資源開発に対して決定的な強制力をもたないが故に，これまで改正，改編が加
えられてきた。先住民側は今後も行政がどのように国家史跡保存法を運用していくのか，引き続き
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注視していく必要がある。
6．終わりに
　先住民部族にとって集合的記憶は，合衆国という国家において部族自治を存続させていくための
リソースである。先住民にとって部族関連地所の国定史跡化は，このリソースを国家が認める形で
安定的に次世代の部族メンバーに継承していく術といえる。聖地は部族メンバーにとって先住民ア
イデンティティの拠り所となるものであり，その保護は部族の伝統的世界観を保持していく上で
必要不可欠である。その他の部族関連地所の保全は，部族自治が居留地域内に留まるものではない
こと，部族主権が歴史的奥行きをもつものであることを示す上で重要である。サンドクリーク虐殺
国定歴史地区のように記憶継承に力点が置かれる国定史跡は，西部開拓を「明白な天命（Manifest 
Destiny）」とする主流社会の歴史解釈に異議申し立てを行い，将来に亘って部族の側から国史の妥
当性を問い続ける記憶の場である。国家にとって不都合な「侵略」の歴史を前面に据える先住民虐
殺地の顕彰は，「文化の衝突（crush of culture）」78）といったご都合主義の解釈が許されないことを
示す。こうした点を考慮するならば，先住民の史跡化営為は部族側から歴史解釈の可能性を拓くも
のであるといえる。
　無論，国家の定義する「史跡」と，部族が定義する「聖地」の間には埋めがたい乖離がある。イ
ンディアン戦争跡地の史跡化に執心する国立公園局と，部族の伝統的世界観や祖先の霊が宿る地を
史跡化によって護ろうとする部族の間には，翻訳不可能な程，世界観，歴史観に違いがある。しか
しその一方，メディスンウィール /メディスンマウンテンやディア・メディスンロックの国定史跡
化に見られるように，国立公園局側が史跡のスコープや定義において先住民側に歩み寄りを見せた
ケースも見られる。史跡化をもって部族の集合的記憶を宿す地を保護し，先住民独自の世界観を保
持しようとする試みは，地所所有者や近隣住民，環境保護団体等から概ね好意的に受けとられてい
る。また先住民部族との折衝に前向きな国立公園局が，国土管理に関する権限を拡大していること
も，先住民の史跡化営為に現在のところ肯定的に作用している。
　「聖地」という言葉は宗教的要素を含む。しかし聖地の宗教的，精神的重要性をそのまま前面に
出して，聖地保護を法廷で争うことが無益であることは Lyng事件判決で明らかとなった。行政面
では連邦行政命令集第 36編第 219.15条第 C項「アメリカ・インディアン部族及びアラスカ原住民
との相互の影響」において，条約上の権利確認，条約で保護された資源及び先住民部族の信託資源
について先住民と協議することが規定されているが，これによって先住民側に土地が返還されるこ
とはない。1851年のフォートララミー条約を根拠に，ノーザン・シャイアンは 1910年代から聖地
ブラックヒルズの返還を求め，1950年代にはインディアン請求委員会に対し，土地返還を求めた
が補償金を得るに留まっている79）。スー族のブラックヒルズ請求は土地返還を求める先住民側の補
償金受けとり拒否によって未解決のままであり，現地では深化する観光地化がブラックヒルズの聖
性を脅かしている。こうした状況において，部族関連地所の国定史跡化は先住民部族にとって，聖
地保護，土地保全，記憶継承を可能にする数少ない策の一つとなっている。
　国立公園局がその権限を拡大するきっかけとなった 1935年史跡設置法は，国民を鼓舞し，その
利益に資する国家的に重要な史跡，歴史的な建物や事物を，公共の利益に供することを目的とした
国家政策の一環であった。2003年のブッシュ大統領による「大統領令第 13,287号：アメリカ保存
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（Preserve America）」は，国家歴史保存法及び国家環境政策法に関わる政府機関の計画と責任能
力の改善を求めると同時に，歴史遺産を用いての遺産観光（heritage tourism）の推進を促してい
る80）。一方，先住民の史跡化営為を支える動きも盛んで，国立公園局のみならず，長く先住民支援
に関わってきたアメリカ・インディアン問題協会（Association on American Indian Affairs）も，先
住民聖地保護のための法的枠組みを整理して提示し，先住民部族へ国定史跡保存法第 106条等につ
いて啓蒙している81）。こうしたなかノーザン・シャイアンは，今後国定史跡認定を目指す地所につ
いて国立公園局と折衝を続けている。また既に国定史跡認定を受けた地所の保護，管理についても，
国立公園局と頻繁なやり取りを行っている。先住民による部族関連地所の国定史跡化が今後どのよ
うな展開を見せるのかは，遺産観光を射程に入れる政府の国定史跡保存と，伝統的世界観の保持，
土地保全を介しての記憶継承を目指す先住民側がどのような折り合いを見せるのか，国立公園局が
先住民側との折衝のなかで今後どのように「歴史」解釈，「史跡」定義を変容させうるのかによる
ところが大きいと思われる。
　ノラが提唱する概念としての「記憶の場」は，歴史と記憶の乖離がその前提となっており，場の
顕彰を通して，出来事の記憶を歴史に留める行為を想定している。しかし先住民の伝統的な世界観
のなかでは，場と記憶，物語は統合されており，部族の来歴を示す物語を「歴史」としてみるなら
ば，部族史と部族共同体の集合的記憶の乖離はそれほど大きくない。歴史と記憶の乖離は先住民に
とっては必ずしも必然ではなく，ノラの定義する忘却を防ぐための「記憶の場」と先住民の「聖地」
には質的な違いがある。部族にとっての聖地は，祖先の記憶の宿る特別な地であり，創造主とのつ
ながりを想起させる地所である。故に先住民にとって国定史跡化は，想起の装置としてのモニュメ
ントの構築というよりも，「記憶が内包され，過去が今に生きる場」の保持という意味合いが強い。
しかし当然，先住民部族にとっても歴史と記憶の乖離のリスクはある。伝統的世界観や共同体の記
憶が次世代へ上手くつながれているとはいえない現状を考慮するならば，部族にとっての「聖地」が，
ノラの定義する忘却阻止を促す「記憶の場」へと将来変容する可能性は否めない。その際には，物
語として伝承されてきた部族の伝統的世界観が宿る地は，「国定史跡」という「国家にその歴史的
価値を認められた地」以上の意味をもたなくなると考えられる。
＊本研究は平成 26年度科学研究費助成事業（基盤研究 C25370880），及び 2014年度パッヘ研究奨
励金 I―A―2の助成を受けてなされた研究成果の一部である。
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